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１ 交通政策審議会答申１９８号の概要 



2 

出典：鉄道ネットワークのプロジェクトの検討結果 平成２８年７月１５日 
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２ 埼玉県とさいたま市の計画における地下鉄７号線の位置づけ 

（１） 埼玉県の計画 

■埼玉県５か年計画 ‒ 希望・活躍・うるおいの埼玉- 

・計画期間は平成２９年度から平成３３年度までの５年間である。 

  ・第３章分野別施策が６分野設定されており、分野Ⅳ成長の活力をつくる分野の施策４１便利で

安全な公共交通網の充実に「交通政策審議会答申に基づく新線などの鉄道整備の検討・推進」

とあり、地下鉄７号線の延伸の検討が示されている。 

（２） さいたま市の計画 

■２０２０さいたま希望のまちプラン 総合振興計画（後期基本計画） 

・計画期間は平成２６（２０１４）年度から平成３２（２０２０）年度までの７年間である。 

  ・将来都市構造の中でさいたま市は都市機能を集積する拠点として２都心４副都心を位置づけ

ており、その副都心に美園地区と岩槻駅周辺地区が位置づけられている。 

出典：2020 さいたま希望のまちプラン 

  ・第４章都市基盤・交通の分野、第３節暮らしや交流、活力を支える交通体系の構築における施

策展開で１公共交通ネットワークの充実で「地下鉄７号線の延伸促進に取り組む」としている。 
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 ■さいたま市都市計画マスタープラン 

・平成２６年度改定され、目標年次は約２０年後の平成４２（２０３０）年としているが、上位

計画等見直しを踏まえ、必要に応じて多角的視点で見直しを行うとしている。 

  ・第３章分野別の方針、２．交通体系の方針で「埼玉高速鉄道線の利用促進を図り、東京都心と

の交流・連携を深めるとともに、浦和美園～岩槻地域の成長・発展を推進し、地下鉄７号線延

伸による鉄道利便性の向上を図ります。」としている。 

  ■さいたまＳＭＡＲＴプラン さいたま市総合都市交通系マスタープラン基本計画 

・平成２９年３月改定され、目標年次は総合振興計画後期基本計画において本市の夜間人口がピ

ークを迎える平成３７年としているが、今後の状況変化等を総合的に判断した上で、具体的な

見直し時期を決定するとしている。 

  ・４つの基本方針が立てられており、その基本方針１集約・ネットワーク型都市構造を支えるア

クセス性の高い交通体系の構築に展開する施策で鉄道の代替性・多重性の確保における内容

として、地下鉄７号線の延伸が代替移動手段の提供や本市の東部の南北移動を支える交通の

導入を検討するとしている。 
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３ 都市鉄道等利便増進法の適用フロー 

※１ 

※２ 

※３ 
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※１ 都市鉄道等利便増進法第１１条第１項（速達性向上事業の実施の要請）

 地方公共団体は、鉄道事業者等（鉄道事業法第七条第一項に規定する鉄道事業者、軌道法によ

る軌道経営者又は都市鉄道施設の整備に係る事業を行うその他の者をいう。以下同じ。）に対し

て、速達性向上事業の実施の要請（実施されている速達性向上事業を変更して実施することの要

請を含む。）をすることができる。この場合においては、基本方針に即して、当該要請に係る速

達性向上事業に関する計画の素案を作成して、これを提示しなければならない。

※３ 都市鉄道等利便増進法第５条関係（速達性向上計画の認定）

① 認定整備構想事業者及び認定営業構想事業者は、認定を受けた整備構想及び営業構想に基づ

いて、協議により、速達性向上計画を作成して、国土交通大臣の認定を申請することができ

る。

② ①の認定の申請をしようとする者は、あらかじめ、速達性向上計画について、当該速達性向

上計画に記載する速達性向上事業を実施する区域をその区域に含む地方公共団体に協議し、

その同意を得なければならない。

③ 国土交通大臣は、速達性向上計画が基本方針に適合するものであるほか、鉄道事業法第３条

第１項の規定による鉄道事業の許可を要するものにあたっては同法第５条第１項各号に掲げ

る基準に適合し、かつ、確実かつ効果的に実施されると見込まれるものであると認めるとき

は、その認定をするものとする。

※２ 都市鉄道等利便増進法第４条関係（整備構想又は営業構想の認定）

① 速達性向上事業として都市鉄道施設の整備又は営業を行おうとする者は、それぞれ整備構想

又は営業構想を作成して、国土交通大臣の認定を申請することができる。 

② 国土交通大臣は、整備構想又は営業構想が基本方針に適合するものであると認めるときは、

その認定をするものとする。
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４ 神奈川東部方面線の概要 

・都市鉄道等利便増進法の速達性向上事業であり、相鉄・東急直通（約１０．０ｋｍ）と相鉄・Ｊ

Ｒ直通（約２．７ｋｍ）の２区間において上下分離方式を採用し整備主体は鉄道・運輸機構、営

業主体は相模鉄道株式会社及び東京急行電鉄株式会社である。 

・総事業費は国、地方公共団体（神奈川県・横浜市）がそれぞれ１／３を補助し、残り１／３を整

備主体の鉄道・運輸機構が資金調達して鉄道施設を整備している。 

・この事業は平成２８年８月に開業時期と建設費について、「全線開業は平成３４年度下期へと変

更になる見通し、建設費は約２,７３９億円から約４,０２２億円へと変更になる見通し」である

ことを公表した。 

・この事業については神奈川東部方面線事業に関する対応方針（平成２８年１２月 鉄道・運輸機

構）より概要を記載した。 
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５ 神奈川東部方面線の計画経緯 

神奈川東部方面線 計画経緯 

                           出典：鉄道・運輸機構ＨＰ 
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６ 整備・営業主体の想定鉄道事業者等の概要 

都市鉄道利便増進事業の適用を前提に整備主体及び営業主体を想定し、各主体における前提条

件を設定し、そのデータを基に採算性やＢ／Ｃを試算する必要がある。 

ついては、各主体の概要を参考に記す。 

 ■独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構概要 

   独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構は、新幹線をはじめとする鉄道建設を行って

いた日本鉄道建設公団と、鉄道事業者及び海上運送事業者等に対し運輸施設の整備を推進する

ための助成その他の支援等を行っていた運輸施設整備事業団が統合し、平成１５年１０月に設

立された。 

   「明日を担う交通ネットワークづくりに貢献します」というスローガンのもと、持続可能で活

力ある国土・地域づくりを実現するため、これまでの業務で培った確かな技術力、豊富な経験、

高度な専門知識を最大限発揮して、安全で安心な環境にやさしい交通ネットワークの確立を目

指している。 

   鉄道建設等については、総合的なマネジメントを行える我が国唯一の公的な整備主体として、

良質な鉄道を安全かつ経済的に建設することを推進しているとともに、鉄道事業者に対し、補助

金等の各種助成その他支援等を行うことにより、鉄道施設の整備や技術開発等を促進している。  

（出典：交通ネッワークの未来に向けて 鉄道・運輸機構パンフレットに加筆）        

なお、鉄道・運輸機構の「都市鉄道利便増進事業費補助取扱要領」では、「交付の対象等」と

して、都市鉄道利便増進事業の施設整備を行う者（地方公共団体の出資に係る法人及び機構で・・・）

とされており、神奈川東部方面線の整備主体になっている 

   ■埼玉高速鉄道株式会社概要 

   平成４年３月２５日に埼玉県や沿線自治体などが出資し、第三セクターとして設立された。 

   （出資等の負担割合 埼玉県：川口市：旧鳩ケ谷市：さいたま市＝１０：３：１：１） 

平成１３年３月２８日に開業した。（赤羽岩淵～浦和美園間について営業距離１４．６㎞、駅

数８駅、総事業費２,５８７億円） 

   開業当初から、巨額の建設費に伴う有利子負債を抱え、毎年、多額の返済をしてきたが、リー

マンショックや東日本大震災の影響、さらに他路線からの乗換需要の低迷等により、輸送人員が

予想を下回る状況が続き、経営自立化が困難な状況と考えられることから、平成２６年度に事業

再生 ADR 手続き（民事再生手続き）を実施した。 

   輸送人員については、沿線のまちづくりが進むとともに、年々増加傾向にあり、平成２７年度

には、１日当たり輸送人員が１０万人（年間平均）を突破した。決算については、沿線人口の伸

びや地域密着経営をキーワードに様々な取組を進めたことにより、運輸収入や運輸雑収入が増

加するなど２期連続の黒字を達成し、平成２８年度の当期純利益は２,６６９百万円である。 
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   また、子育て世代を沿線に誘導するため、として、平成３０年春から通学定期を最大２２．２％

値下げする。 
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地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）延伸協議会設置要綱 

（設置目的） 

第１条 地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）について、平成２８年４月の交通政策審議会答

申等を踏まえ浦和美園から岩槻間の延伸の意義や課題の解決に向けて、地下鉄７号線

（埼玉高速鉄道線）延伸に関する事項を協議するために地下鉄７号線（埼玉高速鉄道

線）延伸協議会（以下「延伸協議会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 延伸協議会は、次の各号に掲げる事項について、都市鉄道等利便増進法に基づく

手法を前提として協議する。 

（１）地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）の延伸に関する事項 

  ア  延伸の事業性について 

  イ  沿線のまちづくりについて 

（２）その他必要事項 

（組織） 

第３条 延伸協議会は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 

（１）学識経験者 

（２）交通関係の有識者 

（３）まちづくり関係の有識者 

（４）関係行政機関に属する者 

（５）市職員 

（６）前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

２ 延伸協議会には、本協議をするに当たって必要となる者をオブザーバーとして出席

させることができる。 

（委員長） 

第４条 延伸協議会に委員長を置く。 

２ 委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、会務を総理し、延伸協議会を代表する。 

４ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長が指名する委員がその職務を代理す

る。 
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（会議） 

第５条 延伸協議会の会議は委員長が招集する。 

２ 委員長は協議事項の内容により、委員又はオブザーバー以外の者の出席を求めるこ

とができる。 

３ 延伸協議会は、原則公開とする。 

（事務局） 

第６条 延伸協議会の事務処理を行うために、さいたま市都市戦略本部東部地域・鉄道戦

略部に事務局を置く。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、延伸協議会の運営に関し必要な事項は、委員長が

延伸協議会に諮って定める。 

   附則 

 この要綱は平成２９年８月１日から施行し、平成３０年３月３１日に効力を失う。 
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地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）延伸協議会 

まちづくり分科会設置要領 

（設置目的） 

第１条 地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）延伸協議会の円滑な運営を図るために延伸協議

会にまちづくり分科会（以下「分科会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 分科会は、次の各号に掲げる事項について協議する。 

 （１） 沿線のまちづくりに関することについて 

 （２） その他必要事項 

（組織） 

第３条 分科会は地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）延伸協議会委員の一部をもって構成す

る。 

２ 分科会に属する委員は、地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）延伸協議会委員長（以下

「委員長」という。）が指名する。 

３ 分科会には、本協議をするに当たって必要となる者をオブザーバーとして出席させ

ることができる。 

(分科会長) 

第４条  分科会に分科会長を置く。 

２ 分科会長は、委員長が指名する。 

３ 分科会長は、会務を総理し、分科会を代表する。 

４ 分科会長に事故があるときは、あらかじめ分科会長が指名する委員がその職務を代

理する。 

（会議） 

第５条 分科会の会議は委員長が招集する。 

２ 分科会長は協議事項の内容により、委員又はオブザーバー以外の者の出席を 

求めることができる。 

３ 分科会は、原則公開とする。 
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（事務局） 

第６条 分科会の事務処理を行うために、さいたま市都市戦略本部東部地域・鉄道戦略

部に事務局を置く。 

（その他） 

第７条 この要領に定めるもののほか、分科会の運営に関し必要な事項は、分科会長が

分科会に諮って定める。 

 附則 

 この要領は平成２９年８月１日から施行し、平成３０年３月３１日に効力を失う。 
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地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）延伸協議会 

鉄道分科会設置要領 

（設置目的） 

第１条 地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）延伸協議会の円滑な運営を図るために延伸協議

会に鉄道分科会（以下「分科会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 分科会は、次の各号に掲げる事項について協議する。 

 （１） 地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）の延伸に関することについて 

 （２） その他必要事項 

（組織） 

第３条 分科会は地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）延伸協議会委員の一部をもって構成す

る。 

２ 分科会に属する委員は、地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）延伸協議会委員長（以下

「委員長」という。）が指名する。 

３ 分科会には、本協議をするに当たって必要となる者をオブザーバーとして出席させ

ることができる。 

(分科会長) 

第４条  分科会に分科会長を置く。 

２ 分科会長は、委員長が指名する。 

３ 分科会長は、会務を総理し、分科会を代表する。 

４ 分科会長に事故があるときは、あらかじめ分科会長が指名する委員がその職務を代

理する。 

（会議） 

第５条 分科会の会議は委員長が招集する。 

２ 分科会長は協議事項の内容により、委員又はオブザーバー以外の者の出席を 

求めることができる。 

３ 分科会は、原則公開とする。 

（事務局） 

第６条 分科会の事務処理を行うために、さいたま市都市戦略本部東部地域・鉄道戦略

部に事務局を置く。 
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（その他） 

第７条 この要領に定めるもののほか、分科会の運営に関し必要な事項は、分科会長が

分科会に諮って定める。 

 附則 

 この要領は平成２９年８月１日から施行し、平成３０年３月３１日に効力を失う。 
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